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書 き か た 等

１　この届出書は、この届出書に記載された特定贈与者から贈与を受けた財産について初めて相続時精算

課税の適用を受ける場合に、税務署長に届け出るために使用します（この届出に係る贈与者から贈与を

受けた財産について、前年以前にこの届出書を提出している場合には、再度提出する必要はありませ

ん。）。

２　この届出書は、贈与税の申告期限までに、贈与税の申告書（第一表及び第二表）に添付して提出して

ください（申告期限までに提出しなかった場合には、相続時精算課税の適用は受けられません。）。

　なお、特定贈与者が贈与をした年の途中で死亡した場合や、受贈者がこの書類を提出しないで死亡し

た場合のこの書類の提出先等については、税務署にお尋ねください。

３　「受贈者」欄には、受贈者の住所又は居所、氏名（フリガナ）、生年月日及び特定贈与者との続柄を記

入してください。

４　「１　特定贈与者に関する事項」欄には、特定贈与者の住所又は居所、氏名（フリガナ）及び生年月

日を記入してください。

５　「２　年の途中で特定贈与者の推定相続人又は孫となった場合」欄には、推定相続人又は孫となった

理由（養子縁組等）及び推定相続人又は孫となった年月日を記入してください。

　なお、孫が年の途中で特定贈与者の推定相続人となった場合で、推定相続人となった時前の特定贈与

者からの贈与について相続時精算課税の適用を受けるとき（租税特別措置法第 70 条の２の６第１項の

規定の適用により、相続税法第 21 条の９第１項の規定の適用を受けるとき）には、この欄の記入は要

しません（その年の１月１日から推定相続人となった時前までの間に、特定贈与者の孫となった場合に

は、孫となった理由及び孫となった年月日を記入してください。）。

　また、孫が年の途中で特定贈与者の推定相続人となった場合で、推定相続人となった時前の特定贈与

者からの贈与について相続時精算課税の適用を受けないとき（租税特別措置法第 70 条の２の６第１項

の規定の適用を受けないとき）には、推定相続人となった時前の特定贈与者からの贈与については、暦

年課税により贈与税額を計算します。

６　「３　添付書類」欄には、添付している書類の□に✓印を記入してください。

なお、（１）②の添付書類については、特例事業受贈者が租税特別措置法第 70 条の２の７の適用を受

ける場合は、「特例事業受贈者が特定贈与者からの贈与により同法第 70 条の６の８第１項に規定する特

例受贈事業用資産の取得をしたことを証する書類」となり、特例経営承継受贈者が同法第 70 条の２の

８の適用を受ける場合は、「特例経営承継受贈者が特定贈与者からの贈与により同法第 70 条の７の５第

１項に規定する特例対象受贈非上場株式等の取得をしたことを証する書類」となります。

　　また、（３）の添付書類として特定贈与者の住民票の写しを添付する場合には、マイナンバー（個人

番号）が記載されていないものを添付してください。また、マイナンバーが記載された住民票の写しを

添付する場合には、マイナンバーをマスキングするなどの対応をお願いします。

７　その他

（１）受贈者が年の途中で養子縁組等により特定贈与者の推定相続人又は孫になった場合、原則とし

て、推定相続人又は孫となる前にその特定贈与者から贈与により取得した財産については、相続

時精算課税の適用を受けることはできません。

（２）受贈者が相続時精算課税選択届出書を提出する前に死亡している場合、その贈与を受けた財産につ

いて相続時精算課税の適用を受けるためには、受贈者の相続人（包括受遺者を含み、特定贈与者を除

きます。）全員が連名で相続時精算課税選択届出書をその死亡を知った日の翌日から 10 か月以内に

提出することになります。

　この場合は、「相続時精算課税選択届出書付表」も併せて提出することとなります。
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本人確認書類（写）添付台紙（様式） 

本人確認書類（写）添付台紙 
 

 
※ 本人確認書類の写しの添付は、申告書等の提出の都度必要です。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住 所 
又 は 

事 業 所 
事 務 所 
居所など 

 
氏 名

フ リ ガ ナ

  

 の り し ろ 

◆ マイナンバーカード（個人番号カード）をお持ちの方 

マイナンバーカードの表面及び裏面の写しを貼ってください。 

◆ マイナンバーカードをお持ちでない方 

「①番号確認書類」の写しと「②身元確認書類」の写しをそれぞれ貼ってください。 

※ 原本を貼ることのないよう、ご注意ください。 

① 番 号 確 認 書 類 

《本人のマイナンバーを確認できる書類の写し》 
 

 

● 通知カード  
● 住民票の写し又は住民票記載事項証明書 

(マイナンバーの記載があるものに限ります。) 
 

などのうちいずれか１つ  

② 身 元 確 認 書 類 

《記載したマイナンバーの持ち主であることを
確認できる書類の写し》 
 

● 運転免許証 ● 公的医療保険の被保険者証 
● パスポート ● 身体障害者手帳 
● 在留カード 
 

などのうちいずれか１つ  

（マイナンバーカード表面） （マイナンバーカード裏面） 

※ のりしろに貼りきれない大きな書類の写しを本人確認書類として提出する場合は、この台紙の裏面部分に貼って 

ください。 
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種    類 細      目  利 用 区 分 ・ 銘 柄 等 

土    地 

（土地の上に

存する権利を

含みます。） 

田 
自用地、貸付地、賃借権（耕作権）、永小作権の別 

畑 

宅地 自用地、貸宅地、貸家建付地、借地権の別 

山林 
普通山林、保安林の別（これらの山林の地上権又は賃借権である

ときは、その旨） 

その他の土地 
原野、牧場、池沼、鉱泉地、雑種地の別（これらの土地の地上権、

賃借権、温泉権又は引湯権であるときは、その旨） 

家    屋 家屋（構造及び用途）、構築物 
家屋については自用家屋、貸家の別、構築物については駐車場、

養魚池、広告塔などの別 

事 業(農 業) 

用財産 

機械、器具、農機具その他の減 

価償却資産 

機械、器具、農機具、自動車、船舶などについてはその名称と年式、

牛馬等についてはその用途と年齢、果樹についてはその樹種と樹齢、

営業権についてはその事業の種目と商号など 

商品、製品、半製品、原材料、

農産物等 

商品、製品、半製品、原材料、農産物等の別に、その合計額を「財

産の価額」欄に記入し、それらの明細は、適宜の用紙に記載して

添付してください。 

売掛金   

その他の財産 
電話加入権、受取手形、その他その財産の名称。なお、電話加入

権については、その加入局と電話番号 

有 価 証 券 

株式、 

出資 

上場株式等 

その銘柄 

取引相場 

のない株

式、出資 

配当還元 

方式によ 

ったもの 

その他の 

方式によ 

ったもの 

公債、社債 

証券投資信託、貸付信託の受益

証券 

現金、預貯金等 
現金、普通預金、当座預金、定期預金、通常貯金、定額貯金、定

期積金、金銭信託などの別及び贈与の目的 

家庭用財産 その名称と銘柄 

その他の財産

（利益） 

生命保険金等   

立木 その樹種と樹齢（保安林であるときは、その旨） 

その他 

1 事業に関係ない自動車、特許権、著作権、電話加入権、貸

付金、書画・骨とうなどの別 

2 自動車についてはその名称と年式、電話加入権については、

その加入局と電話番号、書画・骨とうなどについてはその名称

と作者名など 

3 著しく低い価額の対価で財産を譲り受けた場合など贈与によ

って取得したものとみなされる財産（生命保険金等を除きます。）

については、その財産（利益）の内容 

（参考）「取引相場のない株式、出資」の「細目」欄への記載については、例えば、「株式 配当還元方式」や「出資 そ

の他の方式」と記載していただいて差し支えありません。 

取得した財産の種類、細目、利用区分・銘柄等の記載要領 




